
証券コード3597

株 主 各 位 平成29年９月11日

広島県福山市新市町大字戸手16番地の２

株式会社

代表取締役社長 出 原 正 信

第57期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第57期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙
に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年９月26日（火曜日）午後６時（営業時間
終了時）までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

1. 日 時 平成29年９月27日（水曜日）午前10時
2. 場 所 広島県福山市新市町大字戸手126番地

ふれあいセンター（当社　研修センター）
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.　第57期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）事業報告、
連結計算書類及び計算書類報告の件

2.　会計監査人及び監査役会の第57期（平成28年７月１日から平成29年
６月30日まで）連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 取締役８名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
　なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類
並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（ア
ドレスhttp://www.jichodo.co.jp/）において周知させていただきます。

－ 1 －



（添付書類）

事　業　報　告
（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）

1.　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

  当連結会計年度におけるわが国経済は、政府・日銀による経済・金融政策等により、

企業業績や雇用情勢は緩やかに回復しておりますが、世界的な保護主義傾向の広がり

や中国をはじめとする新興国経済の成長鈍化、中東・東アジアの地政学リスクの影響

などにより、先行きは依然として不透明な状況が続きました。我々アパレル業界、ワ

ーキングウェア業界においては、個人消費は将来への不安から節約志向、低価格志向

が継続し、ネット通販の拡大も相まって、量販店などに代表される従来の流通ルート

は苦戦を強いられています。

  このような状況のもと当社グループにおきましては、ワーキングウェア事業におい

ては、広告宣伝活動を継続的に行い、主要ブランド「JICHODO（ジチョウドウ）」、次

世代戦略ブランド「Jawin（ジャウィン）」、世界戦略ブランド「Z-DRAGON（ジィード

ラゴン）」を中心に自社ブランドの育成・強化に努め、ブランド力・商品力を武器に

売上・利益の拡大を図ってまいりました。ユーザー様によるブランドの指名買いも増

加しており、当社自社ブランドの認知度は着実に向上しております。また、商品開発

を強化し、各ブランドのコンセプトに沿った新商品を積極的に投入し、新たな需要の

掘り起こしを図ってまいりました。フットウェアにおいても、「Z-DRAGON（ジィード

ラゴン）」ブランドの商品を展開するなどブランド力の強化に努めるとともに、商品

展開を拡大し、個人購入だけでなく、法人需要の獲得にも力を入れてまいりました。

医療用白衣・介護ウェアの分野においては、新商品を積極的に投入して商品ラインナ

ップを拡充するとともに、「WHISeL（ホワイセル）」ブランドの知名度向上に努め、

新たな主力事業として育成・強化してまいりました。メンズカジュアル事業において

は、流通ルートの変革、多様化に対応すべく、新規流通ルートの開拓、強化など、事

業構造の転換を進めてまいりました。

　生産面におきましては、在庫推移予測の精度を向上させ、商品ごとにきめ細かく生

産量、納期を調整することにより在庫圧縮に努めるとともに、子会社であるジェイア

イディ、玄海ソーイングと連携して国内外の生産体制の見直しを行うことで納期対応

力を強化し、顧客サービスの向上に取り組んでまいりました。また、技術指導員を海
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外の協力工場に定期的に派遣し、品質の維持・向上と、納期管理に努めてまいりまし

た。

　以上の結果、ユニフォーム、フットウェア、医療用白衣・介護ウェアが順調に売上

を伸ばし、苦戦が続いていたメンズカジュアルにおいても底入れ感が出てきたことか

ら、当連結会計年度の業績は、売上高は17,089百万円（前連結会計年度比2.9％増）

と、前年を上回る結果となりました。営業利益は、粗利率の改善と販管費率の低減に

より、3,026百万円（前連結会計年度比16.0％増）となり、26年ぶりに営業最高益を更

新いたしました。経常利益は、輸入取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的で行

っております為替予約取引に係る時価評価によるデリバティブ評価益655百万円を営

業外収益に計上したことなどにより3,871百万円（前連結会計年度比285.8％増）とな

りました。親会社株主に帰属する当期純利益は2,771百万円（前連結会計年度比

378.9％増）となり、当連結会計年度においては増収増益となりました。

　なお、当社グループは単一セグメントに該当するため、セグメント情報は記載して

おりません。

(2) 対処すべき課題

　当社グループを取り巻く環境は、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開

催に向け、インフラ整備など公共事業の拡大が見込まれることから、ワーキングウェ

アの需要拡大も期待されますが、中長期的には少子高齢化に伴う労働人口の減少によ

る市場規模の縮小が懸念され、経営を取り巻く環境は引き続き厳しい状況が続くもの

と想定されます。また、ネット通販の拡大など、流通の変革、多様化が更に進行して

おり、こうした市場環境の変化への対応が求められています。

　このような状況のなか当社グループといたしましては、主力のワーキングウェア事

業においては、引き続き商品開発を強化し、広告宣伝を更に拡大し、「JICHODO」、

「Jawin」、「Z-DRAGON」のブランド力を今まで以上に向上させてまいります。また、

各ブランドの新商品を積極的に投入していくことで需要の喚起を図るとともに、新規

開拓を積極的に行い、市場シェアの拡大に努めてまいります。更には、フットウェア

や、医療用白衣・介護ウェアなどを中心に、新規分野の育成・強化を進め、事業領域

の拡大を図ってまいります。メンズカジュアル事業においては、流通ルートの多様化

に対応し新たな流通ルートを開拓することで、売上拡大に努めてまいります。また、

こうした売上拡大のための施策を支援していく体制整備として、営業、生産、物流の

業務合理化、効率化を進め、業務の生産性を向上させ、コスト抑制に努めてまいりま

す。
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　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願

い申し上げます。

(3) 設備投資の状況及び資金調達の状況

　当連結会計年度中の設備投資総額は13百万円であり、主たる設備投資は、子会社の

業務効率化を目的としたシステム開発に伴うものであります。

　これらの所要資金につきましては、自己資金により充当しております。

(4) 財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

期

区　分

第　54　期
(平成26年６月期)

第　55　期
(平成27年６月期)

第　56　期
(平成28年６月期)

第　57　期
(平成29年６月期)
当連結会計年度

売 上 高 17,661 17,006 16,601 17,089

経 常 利 益 2,476 3,694 1,003 3,871

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

1,545 2,504 578 2,771

１株当たり当期純利益 100円33銭 162円90銭 38円77銭 190円77銭

純 資 産 27,380 29,116 27,280 29,665

総 資 産 34,462 37,568 33,435 34,784

　(注)　１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。

(5) 重要な子会社の状況（平成29年６月末日現在）

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社玄海ソーイング 10,000千円 100％ ユニフォーム製品の製造

株式会社ジェイアイディ 80,000 100 ユニフォーム製品の輸入
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(6) 主要な事業内容（平成29年６月末日現在）

　当社グループは、ユニフォーム、メンズウェア等の企画、製造、販売を行っており、

主要取扱品目は次のとおりであります。

区 分 品 目 名

ユ ニ フ ォ ー ム ワーキングウェア・医療用白衣・セーフティスニーカー他

メ ン ズ ウ ェ ア スラックス・カジュアルウェア・トレーニングウェア他

(7) 主要な事業所（平成29年６月末日現在）

当社

本社（広島）、東京支店、大阪支店、ＴＯＣ（広島）、

技術開発センター（広島）
（注）　TOCは「Jichodo Total Operation Center（自重堂トータル・オペレーション・センタ

ー）」の略であります。

株式会社玄海ソーイング：本社工場（長崎）

株式会社ジェイアイディ：本社（広島）

(8) 従業員の状況（平成29年６月末日現在）

部 門 従 業 員 数

販 売 部 門 118名［　4］

製 造 部 門 72名［ 27］

物 流 部 門 44名［ 85］

管 理 部 門 26名［ －］

合 計 260名［116］

　(注)　従業員数欄の［　］は、臨時従業員の当期中の平均雇用人員を外数で記載しております。
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2.　会社の状況に関する事項

(1) 株式に関する事項（平成29年６月末日現在）

①　発行可能株式総数 普通株式36,721,000株

②　発行済株式総数 普通株式16,153,506株

　（注）自己株式の消却により、前期末に比べ1,500,000株減少いたしました。

③　株主数 1,122名

④　上位10名の株主

株 主 名 所有株式数 持株比率
千株 ％

出 原 正 博 2,539 17.6

出 原 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 2,454 17.0

株 式 会 社 広 島 銀 行 712 4.9

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 712 4.9

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 518 3.6

有 限 会 社 ユ ー エ ル デ ィ ー 482 3.3

株 式 会 社 岡 村 製 作 所 399 2.8

野 口 市 子 301 2.1

出 原 正 信 244 1.7

自 重 堂 社 員 持 株 会 243 1.7

　(注)　持株比率は自己株式数（1,734,479株）を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。

(2) 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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(3) 会社役員に関する事項

①　取締役及び監査役に関する事項
（平成29年６月末日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 出 原 正 貴 最高経営責任者兼営業本部本部長

代 表 取 締 役 社 長 出 原 正 信 商品本部本部長

専 務 取 締 役 谷 口 郁 志 業務本部本部長

常 務 取 締 役 粟 根 幹 夫
ユニフォーム事業部事業部長
兼大阪支店支店長

取 締 役 相 談 役 出 原 正 博
株式会社玄海ソーイング代表取締役
株式会社ジェイアイディ代表取締役
ダイキョーニシカワ株式会社社外取締役

取 締 役 最 高 顧 問 出 原 群 三

取 締 役 渡 辺 林 治
リンジーアドバイス株式会社代表取締役社長
アスクル株式会社社外監査役
株式会社カワチ薬品社外取締役

取 締 役 鈴 木 一 穂
Global Bridging合同会社代表
株式会社船大忠代表取締役社長

常 勤 監 査 役 日 村 俊 之

監 査 役 髙 橋 正 倫
税理士
税理士法人髙橋会計事務所代表社員所長

監 査 役 住 吉 　 真
税理士
税理士法人住吉内山事務所代表社員所長

　(注)1.　取締役渡辺林治氏及び鈴木一穂氏は社外取締役であり、監査役髙橋正倫氏及び住吉真氏は社外監
査役であります。

2.　当社は、取締役渡辺林治氏、鈴木一穂氏、監査役髙橋正倫氏、住吉真氏を東京証券取引所の定め
る独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

3.　監査役髙橋正倫氏並びに住吉真氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程
度の知見を有するものであります。

4.　当社は、取締役渡辺林治氏、鈴木一穂氏、監査役髙橋正倫氏、住吉真氏との間で、それぞれ、会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として会社法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役 8名 325,020千円

う ち 社 外 取 締 役 2名 8,040千円

監 査 役 5名 7,332千円

う ち 社 外 監 査 役 3名 1,200千円

合 計 13名 332,352千円

　(注)1.　取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。

2.　取締役の報酬限度額は、平成18年９月27日開催の第46期定時株主総会において年額550,000千円以

内と決議いただいております。

3.　監査役の報酬限度額は、平成18年９月27日開催の第46期定時株主総会において年額30,000千円以

内と決議いただいております。

③　社外役員に関する事項

イ）社外役員の重要な兼職の状況等

地 位 氏 名 兼職先法人等名 兼職の内容 関係

取締役 渡辺林治

リンジーアドバイス株式会社 代表取締役社長 (注)１

アスクル株式会社 社外監査役 (注)２

株式会社カワチ薬品 社外取締役 (注)３

取締役 鈴木一穂

Global Bridging合同会社 代表 (注)３

株式会社船大忠 代表取締役社長 (注)３

監査役 髙橋正倫 税理士法人髙橋会計事務所 代表社員所長 (注)３

監査役 住吉　真 税理士法人住吉内山事務所 代表社員所長 (注)３

　(注)1.　アドバイザリー業務の委託に関する取引がありますが、その他特別な関係はありません。

　　　2.　作業服等の販売実績がありますが、その他特別な関係はありません。

　　　3.　特別な関係はありません。
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ロ）社外役員の主な活動状況

地 位 氏 名 活動状況

取締役 渡辺林治
当事業年度開催の取締役会14回全てに出席し、機関投資家と
してのグローバルな視点や、国内流通市場に関する専門的な
視点に基づき、発言を行っております。

取締役 鈴木一穂
当事業年度開催の取締役会14回全てに出席し、豊富な海外ビ
ジネス経験に基づくグローバルな視点や、国際金融に関する
専門的な視点に基づき、発言を行っております。

監査役 髙橋正倫
当事業年度開催の取締役会14回全てに出席し、また監査役会
12回全てに出席し、税理士としての経験等に基づき、発言を
行っております。

監査役 住吉　真
平成28年９月28日就任後開催の取締役会11回全てに出席し、
また監査役会９回全てに出席し、税理士としての経験等に基
づき、発言を行っております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称

有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

区　　　分 報酬等の額

・当社が支払うべき報酬等の額 17,000千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

17,000千円

　(注)1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分できないため、上記金額は合計額で記載して

おります。

　　　2.　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会

計監査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、

会計監査人の報酬等について同意を行っております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

　また、監査役会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正

性及び信頼性が確保できないと認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解

任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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3.　業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
(1）業務の適正を確保するための体制

　当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針について、次のとおり決議してお

ります。

①　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報・文書の取り扱いは、当社文書取扱規程及びそれ

に関する各管理マニュアルに従い適切に保存及び管理（廃棄を含む。）の運用を実

施し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行います。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　代表取締役社長に直属する部署として、内部監査室を設置し、定期的に業務監査

実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なきよう確認し、必要があれ

ば監査方法の改訂を行っております。また、内部監査室の活動を円滑にするために、

各管理規程、ガイドライン、マニュアルなどの整備を各部署に求め、損失の危険を

発見した場合には、直ちに内部監査室に報告するよう指導、徹底しております。

　内部監査室の監査及び各部署からの報告により、法令定款違反その他の事由に基

づき損失の危険のある業務執行行為が発見された場合には、内部監査室は、直ちに、

経営層、監査役及び担当部門へ報告を行うこととしております。

③　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

　経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画

及び中期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動するこ

ととしております。また、経営目標が当初の予定どおりに進捗しているか業績報告

を通じ定期的に確認を行っております。

　業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及

びその付議基準に該当する事項については全て取締役会に付議することを遵守し、

その際には経営判断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配布

される体制をとるものとしております。

　日常の職務執行に際しては、組織及び職務権限規程、職務分掌規程等に基づき権

限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を執行すること

としております。

④　取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　全使用人に法令・定款の遵守を徹底するため、コンプライアンスの組織運用規程

及びコンプライアンス・マニュアルを作成するとともに、コンプライアンス委員会

を設置し、全使用人が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制とし

ての内部通報制度を構築しており、万一コンプライアンスに関連する事態が発生し

た場合には、その内容・対処案がコンプライアンス委員会を通じトップマネジメン

ト、取締役会、監査役に報告される体制を構築しております。コンプライアンス委
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員会は、コンプライアンス規程に従い、担当部署にコンプライアンス責任者その他

必要な人員配置を行い、かつコンプライアンス・マニュアルの実施状況を管理・監

督し、使用人に対し適切な研修体制を構築し、それを通じて使用人に対し、内部通

報ガイドライン及び内部通報相談窓口の、更なる周知徹底を図っております。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　子会社等のリスク情報の有無を監視するため、子会社等は当社経理部に対し、業

務執行状況及び財務状況について、毎月報告書を提出することを義務づけており、

また四半期ごとに、当社代表取締役社長及び各担当役員出席のうえで、グループ会

議を開催しております。また、関係会社管理規程に基づき、必要に応じ、当社は子

会社等に対して、業務監査及び会計監査を実施しております。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

　監査役の職務を補助すべき部署として、監査役の要求に応じ、都度、監査事務局

を設置することとしており、具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、人

事担当取締役その他の関係各方面の意見も十分に考慮して決定しております。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の同意を必

要としております。監査事務局所属の使用人は、当社の業務執行にかかる役職を兼

務せず監査役の指揮命令下で職務を執行しその評価については監査役の意見を聴取

するものとしております。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制

　取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて

必要な報告及び情報提供を行うこととしており、報告・情報提供としての主なもの

は、次のとおりです。

・当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況

・当社の子会社等の監査役及び内部監査部門の活動状況

・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

・業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容

・内部通報制度の運用及び通報の内容

・社内稟議書及び監査役から要求された会議議事録の回付の義務付け

⑨　その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役の職務を補助する部署の設置に関する件を含め、当社の監査体制と内部統

制システムの体制との調整を図り、当社の監査体制の実効性を高めるため、監査の

実効性確保に係る各監査役の意見を十分に尊重しなければならないことと定めてお

ります。また、監査役は事前に取締役と協議することを条件に、当社で行われる全

ての会議に出席する権限を有しております。
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(2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　重要な会議の開催状況

当期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）における主な会議の開催状況

は、以下のとおりです。

取締役会は14回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行

の適正性及び効率性を高めるために、全ての会議において、社外監査役を含む監査

役が出席しております。その他、監査役会は12回、業績報告会議は子会社役員も同

席のうえ、12回開催いたしました。

②　監査役の職務の執行について

監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社の

代表取締役、取締役、幹部社員、及び当社子会社の取締役を対象に面談を実施しま

した。また、内部監査部門との間で、積極的な連携を図るため、定期的な会合を実

施しました。

監査役会は、当社の代表取締役、会計監査人との間で、それぞれ定期的な意見交換

会を実施しました。

③　内部監査の実施について

内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及び当社子会社の内部監査を実

施しました。

④　財務報告に係る内部統制について

財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部監査室が作成した内部統制評価ス

ケジュールに基づいて当社グループ全体の内部統制の有効性に係る評価を実施しま

した。

⑤　主な教育・研修の実施状況について

各部署の代表からなるコンプライアンス委員会を２回開催し、社員のコンプライア

ンス意識の向上に向けた施策の検討を行っております。社員のコンプライアンスへ

の理解を深め、健全な職務執行を行う環境を整備するために、随時、業務に関係す

る法令並びに環境法令、財務諸表に関する勉強会を実施しました。
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連結貸借対照表
（平成29年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

24,704,783

7,522,210

5,222,427

9,524,527

3,533

1,997,363

204,770

241,505

△11,554

10,079,669

5,972,576

1,746,553

4,077,713

148,309

30,097

6,366

7,765

15,965

4,076,995

3,057,695

1,074,212

△54,912

（負　債　の　部）

流 動 負 債 3,561,305

支払手形及び買掛金 1,807,162

未 払 金 155,941

未 払 法 人 税 等 1,030,815

返 品 調 整 引 当 金 83,195

賞 与 引 当 金 179,790

そ の 他 304,400

固 定 負 債 1,557,682

退職給付に係る負債 585,746

繰 延 税 金 負 債 173,282

そ の 他 798,653

負 債 合 計 5,118,987

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 28,501,691

資 本 金 2,982,499

資 本 剰 余 金 1,827,576

利 益 剰 余 金 25,401,544

自 己 株 式 △1,709,929

その他の包括利益累計額 1,163,773

その他有価証券評価差額金 1,149,413

退職給付に係る調整累計額 14,360

純 資 産 合 計 29,665,465

資 産 合 計 34,784,452 負債及び純資産合計 34,784,452

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 17,089,383

売 上 原 価 11,121,370

売 上 総 利 益 5,968,012

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,941,369

営 業 利 益 3,026,643

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 68,284

有 価 証 券 売 却 益 33,434

受 取 賃 貸 料 65,861

為 替 差 益 15,133

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 655,313

そ の 他 63,293 901,321

営 業 外 費 用

賃 貸 収 入 原 価 55,080

そ の 他 1,561 56,641

経 常 利 益 3,871,322

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

保 険 解 約 損 988 988

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,870,334

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,236,165

法 人 税 等 調 整 額 △137,528

当 期 純 利 益 2,771,697

親会社株主に帰属する当期純利益 2,771,697

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,982,499 1,827,578 24,772,678 △2,935,343 26,647,413

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △727,220 － △727,220

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

－ － 2,771,697 － 2,771,697

自 己 株 式 の 取 得 － － － △191,483 △191,483

自 己 株 式 の 処 分 － 387 － 897 1,285

自 己 株 式 の 消 却 － △388 △1,415,611 1,416,000 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － △1 628,865 1,225,414 1,854,278

当 期 末 残 高 2,982,499 1,827,576 25,401,544 △1,709,929 28,501,691

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 618,280 14,589 632,870 27,280,283

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △727,220

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

－ － － 2,771,697

自 己 株 式 の 取 得 － － － △191,483

自 己 株 式 の 処 分 － － － 1,285

自 己 株 式 の 消 却 － － － －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

531,132 △229 530,903 530,903

当 期 変 動 額 合 計 531,132 △229 530,903 2,385,181

当 期 末 残 高 1,149,413 14,360 1,163,773 29,665,465

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社　　　　２社　　株式会社玄海ソーイング、株式会社ジェイアイディ

(2) 非連結子会社　　　―社　　該当事項はありません。

2.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社　　―社　　該当事項はありません。

(2) 持分法非適用会社　１社　　立川繊維株式会社

関連会社１社については、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、この会社に対する投資について持分法を適用せず、原価法により評価

しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　　時価法

③　棚卸資産　　　　　　　　主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）により評価しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定率法を採用しております。なお、主な耐用年

数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　15～50年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

③　リース資産　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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②　返品調整引当金　　　　　当社は、製品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案

し、返品見込額利益相当額を計上しております。

③　賞与引当金　　　　　　　当社及び連結子会社は、従業員に支給する賞与に充てるため、支給対

象期間に応じた支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ

き、退職給付債務の額を計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処

理しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の処理方法　　　税抜方式によっております。

5.　追加情報

　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

を当連結会計年度から適用しております。

Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額 6,872,282千円

Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 17,653,506株 －株 1,500,000株 16,153,506株

（注）普通株式の減少は、自己株式の消却によるものであります。
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2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当た
り配当額

基準日 効力発生日

平成28年９月28日
決議

普通株式 727,220千円 50.00円 平成28年６月30日 平成28年９月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
１株当た
り配当額

基準日 効力発生日

平成29年９月27日
決議

普通株式 利益剰余金 720,951千円 50.00円 平成29年６月30日 平成29年９月28日

Ⅳ．金融商品に関する注記

1.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については原則として預金等を中心として元本が保証されるか若しくは

それに準じる安定的な運用成果の得られるものを対象としております。

　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理細則によってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については、毎月時価の把

握を行っております。デリバティブ取引については、外貨建の営業債権債務の為替変動リスクを回避

するために利用し、投機的な取引は行いません。

2.　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

①現金及び預金 7,522,210 7,522,210 －

②受取手形及び売掛金 5,222,427 5,222,427 －

　貸倒引当金 △11,554 △11,554 －

③投資有価証券 2,989,549 2,989,549 －

　資産計 15,722,633 15,722,633 －

①支払手形及び買掛金 1,807,162 1,807,162 －

②未払金 155,941 155,941 －

③未払法人税等 1,030,815 1,030,815 －

　負債計 2,993,920 2,993,920 －

デリバティブ取引 59,138 59,138 －

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

①現金及び預金並びに②受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。
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③投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

①支払手形及び買掛金並びに②未払金、③未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 68,146

　これらについては市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができま

せん。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「③投資有価

証券」には含めておりません。

Ⅴ．賃貸等不動産に関する注記

1.　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）を有しておりま

す。平成29年６月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は10,781千円（賃貸収益は営業外収

益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

2.　賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度末
の時価（千円）当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,662,176 △22,061 1,640,114 1,624,133

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金

額であります。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

1.　１株当たり純資産額 2,057円38銭

2.　１株当たり当期純利益 190円77銭
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貸 借 対 照 表
（平成29年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

22,953,816
6,007,652
2,898,607
2,323,815
9,927,788

3,480
115,013

1,314,226
147,763
231,306
△15,838

10,115,524
5,969,845
1,733,134

13,106
30,141

256
99,449

4,077,713
16,043
29,887
6,366
7,555
15,964

4,115,791
3,043,937

170,000
200

33,020
842,465
81,080

△54,912

（負　債　の　部）
流 動 負 債 3,485,112

支 払 手 形 147,412
買 掛 金 1,459,558
未 払 金 120,972
未 払 費 用 82,490
未 払 法 人 税 等 976,659
賞 与 引 当 金 171,401
返 品 調 整 引 当 金 83,195
そ の 他 443,422

固 定 負 債 1,569,048
退 職 給 付 引 当 金 603,411
未払役員退職慰労金 375,660
繰 延 税 金 負 債 166,983
そ の 他 422,993
負 債 合 計 5,054,161

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 26,865,290
資 本 金 2,982,499
資 本 剰 余 金 1,827,576

資 本 準 備 金 1,827,189
その他資本剰余金 387

利 益 剰 余 金 23,765,143
利 益 準 備 金 440,000
その他利益剰余金 23,325,143
別 途 積 立 金 17,114,000
繰越利益剰余金 6,211,143

自 己 株 式 △1,709,929
評価・換算差額等 1,149,888

その他有価証券評価差額金 1,149,888

純 資 産 合 計 28,015,179
資 産 合 計 33,069,340 負債及び純資産合計 33,069,340

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 17,088,361

売 上 原 価 11,563,225

売 上 総 利 益 5,525,135

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,861,702

営 業 利 益 2,663,433

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 68,214

有 価 証 券 売 却 益 33,434

受 取 賃 貸 料 70,019

為 替 差 益 9,920

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 511,747

そ の 他 60,608 753,945

営 業 外 費 用

賃 貸 収 入 原 価 57,477

そ の 他 1,505 58,982

経 常 利 益 3,358,396

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

保 険 解 約 損 988 988

税 引 前 当 期 純 利 益 3,357,408

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,181,807

法 人 税 等 調 整 額 △87,786

当 期 純 利 益 2,263,388

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,982,499 1,827,189 388 440,000 17,114,000 6,090,587 △2,935,343 25,519,321

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △727,220 － △727,220

当 期 純 利 益 － － － － － 2,263,388 － 2,263,388

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △191,483 △191,483

自 己 株 式 の 処 分 － － 387 － － － 897 1,285

自 己 株 式 の 消 却 － － △388 － － △1,415,611 1,416,000 －

株主資本以外の項目の
当期変動 額 (純 額 )

－ － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － △1 － － 120,556 1,225,414 1,345,968

当 期 末 残 高 2,982,499 1,827,189 387 440,000 17,114,000 6,211,143 △1,709,929 26,865,290

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 619,962 619,962 26,139,284

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △727,220

当 期 純 利 益 － － 2,263,388

自 己 株 式 の 取 得 － － △191,483

自 己 株 式 の 処 分 － － 1,285

自 己 株 式 の 消 却 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動 額 (純 額 )

529,926 529,926 529,926

当 期 変 動 額 合 計 529,926 529,926 1,875,895

当 期 末 残 高 1,149,888 1,149,888 28,015,179

　(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
Ｉ．重要な会計方針

1.　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

2.　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ　　　　　　　　時価法

3.　棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品、原材料　　　　月次総平均法（補助材料の一部については個別法）による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

4.　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　15～50年

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

5.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

6.　引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

返品調整引当金　　　　　　　製品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、返

品見込額利益相当額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見

込額を計上しております。
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退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基

づき計上しております。

①　退職給付の見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理しております。

7.　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方

法と異なっております。

8.　消費税等の処理方法

税抜方式によっております。

9.　追加情報

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

を当事業年度から適用しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

1.　有形固定資産の減価償却累計額 6,865,347千円

2.　関係会社に対する短期金銭債権 1,457,377千円

3.　関係会社に対する短期金銭債務 1,409,891千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

1.　関係会社に対する営業費用 9,199,157千円

2.　関係会社との営業取引以外の取引高 19,598千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
当事業年度増加

株式数
当事業年度減少

株式数
当事業年度末の

株式数

普通株式 3,109,093株 126,336株 1,500,950株 1,734,479株

（注）１．普通株式の増加のうち6,336株は単元未満株式の買取りによるものであり、120,000株は取締役会

決議に基づく自己株式の取得によるものであります。

　　　２．自己株式の減少のうち950株は単元未満株式の買増しによるものであり、1,500,000株は自己株式

の消却によるものであります。
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 52,620千円

その他 95,142千円

繰延税金資産（流動）の純額 147,763千円

繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 184,040千円

減価償却費 153,603千円

貸倒引当金 16,748千円

投資有価証券評価損 24,603千円

未払役員退職慰労金 114,576千円

その他 243,902千円

小計 737,475千円

評価性引当額 △399,830千円

繰延税金資産（固定）の総額 337,644千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △504,627千円

繰延税金負債（固定）の総額 △504,627千円

繰延税金負債（固定）の純額 △166,983千円
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等 （単位：千円）

種類
会社等の

名称
事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関係内容 取引の内容 取引金額 科目
期末
残高

子会社
株式会社ジェ
イアイディ

ユニフォーム
製品の輸入

（所有）
直接100.0％

役員の兼務 ３名
製品の仕入業務の
委託・受託等

製品の仕入
(※１)

9,110,208 買掛金 1,400,897

資金の貸付
(※２)

1,314,226
短期貸
付金

1,314,226

　(注) 1.　上記金額のうち、取引金額及び短期貸付金の期末残高には消費税等が含まれておらず、買掛金の期末残高には消費税等が

含まれております。

2.　取引条件及び取引条件の決定方針等

連結子会社であります株式会社ジェイアイディとの取引条件については、取引価格は市場価格等を勘案し、協議の上決定

しており、支払条件は、一般取引と同様の条件によっております。また、短期貸付金については、無利息としておりま

す。

(※１）当社は株式会社ジェイアイディから、製品を仕入れております。

(※２）当社は株式会社ジェイアイディから原材料である生地の仕入を行い、同時に同社に対し生地を販売する取引を行

っております。この一連の取引についての売掛債権と買掛債務の差額は、会計上短期貸付金として処理しており

ます。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

1.　１株当たり純資産額 1,942円93銭

2.　１株当たり当期純利益 155円78銭
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会計監査人の連結計算書類に係る監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年８月21日

株式会社 自 重 堂

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 嶋 　 敦 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 原 晃 生 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社自重堂の平成２８年７月１日から
平成２９年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社自重堂及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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会計監査人の計算書類に係る監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年８月21日

株式会社 自 重 堂
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 嶋 　 敦 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 原 晃 生 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社自重堂の平成２８年７月　
１日から平成２９年６月３０日までの第５７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属
明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第57期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり

報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし

た。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企

業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。
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2.　監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年８月28日

株式会社自重堂　監査役会

常 勤 監 査 役 日 村 俊 之 

監 査 役 髙 橋 正 倫 

監 査 役 住 吉 　 真 

(注)　監査役　髙橋正倫及び監査役　住吉　真は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外

監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第57期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案し、

以下のとおりといたしたいと存じます。

①配当財産の種類

　金銭といたします。

②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金50円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は720,951,350円となります。

③剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年９月28日といたしたいと存じます。

第２号議案　株式併合の件

１．株式併合を行う理由

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、上場する

国内会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に統一することを目指して

おります。

　当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣旨に従い、平成29年８月

29日開催の取締役会の決議をもって、当社の単元株式数を、現行の1,000株から

100株に変更することといたしました。

　併せて、当社株式について中長期的な株価変動等を勘案しつつ投資単位を適切

な水準に調整するため５株を１株とする株式併合を行うとともに、発行可能株式

総数についてもこれと同じ割合で現行の36,721,000株から7,344,200株に変更い

たしたいと存じます。

　なお、上記の単元株式数の変更は、本議案を原案どおりにご承認頂くことを条

件として、平成30年１月１日をもって、その効力が発生することとしております。
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２．株式併合の内容

(1）併合の割合

　当社普通株式５株を１株に併合いたしたいと存じます。

　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定め

に基づき、一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主様に対して、端数

の割合に応じて分配します。

(2）株式併合の効力発生日

　平成30年１月１日

(3）効力発生日における発行可能株式総数

　7,344,200株

(4）その他

　端数の処分方法等、その他必要事項に関しましては、当社取締役会にご一任願

いたいと存じます。

第３号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては、取締役８名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する

当社株式の数

１

いで

出
はら

原
まさ

正
たか

貴

(昭和39年１月18日生)

平成10年７月　当社入社
平成12年９月　取締役
平成14年７月　常務取締役
平成16年９月　専務取締役営業本部本部長
平成19年９月　取締役副社長営業本部本部長
平成22年７月　代表取締役社長営業本部本部長
平成26年９月　代表取締役会長最高経営責任

者（CEO）兼営業本部本部長
（現任）

114,548株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する

当社株式の数

２

いで

出
はら

原
まさ

正
のぶ

信

(昭和42年６月13日生)

平成16年７月　当社入社　常任顧問
平成16年９月　取締役
平成17年７月　常務取締役
平成19年９月　専務取締役
平成22年７月　取締役副社長商品本部本部長
平成26年９月　代表取締役社長商品本部本部

長（現任）

244,548株

３

たに

谷
ぐち

口
いく

郁
し

志

(昭和33年２月22日生)

昭和56年４月　当社入社
平成11年９月　取締役
平成14年７月　常務取締役業務本部本部長
平成24年９月　専務取締役業務本部本部長　

（現任）

20,638株

４

あわ

粟
ね

根
みき

幹
お

夫

(昭和26年１月15日生)

昭和48年２月　当社入社
平成20年９月　取締役ユニフォーム事業部事

業部長
平成21年７月　取締役ユニフォーム事業部事

業部長兼大阪支店支店長
平成26年９月　常務取締役ユニフォーム事業

部事業部長兼大阪支店支店長
（現任）

21,638株

５

いで

出
はら

原
まさ

正
ひろ

博

(昭和29年２月15日生)

平成10年６月　当社入社　常任顧問
平成10年９月　取締役
平成12年９月　代表取締役専務
平成14年９月　代表取締役社長
平成22年７月　代表取締役
平成22年９月　代表取締役副会長
平成26年９月　取締役相談役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社玄海ソーイング代表取締役
株式会社ジェイアイディ代表取締役
ダイキョーニシカワ株式会社社外取締役

2,539,435株

６

いで

出
はら

原
ぐん

群
ぞう

三

(昭和13年８月15日生)

昭和46年５月　当社入社　東京支店支店長
昭和46年８月　取締役
昭和50年７月　専務取締役
昭和62年７月　代表取締役副社長
平成５年９月　代表取締役社長
平成14年９月　代表取締役会長最高経営責任

者（CEO）
平成26年９月　取締役最高顧問（現任）

21,544株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況、当社における地位及び担当
所有する

当社株式の数

７

わた

渡
なべ

辺
りん

林
じ

治

(昭和41年11月18日生)

平成２年４月　株式会社野村総合研究所入社
平成11年11月　シュローダー投信投資顧問株

式会社（現シュローダー・イ
ンベストメント・マネジメン
ト株式会社）入社

平成21年３月　リンジーアドバイス株式会社
代表取締役社長（現任）

平成27年８月　アスクル株式会社社外監査役
（現任）

平成27年９月　当社取締役（現任）
平成28年６月　株式会社カワチ薬品社外取締

役（現任）
（重要な兼職の状況）
リンジーアドバイス株式会社代表取締役社長
アスクル株式会社社外監査役
株式会社カワチ薬品社外取締役

－株

８

すず

鈴
き

木
かず

一
ほ

穂

(昭和45年１月15日生)

平成４年４月　株式会社日本興業銀行（現株
式会社みずほ銀行）入行

平成27年４月　Global Bridging合同会社　
代表（現任）

平成27年９月　当社取締役（現任）
平成28年９月　株式会社船大忠代表取締役社

長（現任）
（重要な兼職の状況）
Global Bridging合同会社代表
株式会社船大忠代表取締役社長

－株

　(注)1.　各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　2.　渡辺林治氏、鈴木一穂氏は、社外取締役候補者であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員

の要件を満たしており、独立役員として届け出ております。

　　　3.　各候補者を取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

　　　　①出原正貴氏、出原正信氏、谷口郁志氏、粟根幹夫氏、出原正博氏、出原群三氏については、当社

事業に関する多様な業務に携わっており、企業経営・組織運営に関する豊富な知識・経験・専門

性等を有しております。以上から、当社は各氏が取締役としての職務を適切に遂行することがで

きるものと判断し、取締役候補者としたものであります。

　　　　②渡辺林治氏は、現役の経営者であり、機関投資家としてのグローバルな視点を有しており、また、

国内流通市場に関する専門的な見識を有した人材であります。その豊富な経験と幅広い見識を、

当社の経営へのアドバイスや業務執行の監督等に活かして頂くため、社外取締役候補者としたも

のであります。

　　　　③鈴木一穂氏は、現役の経営者であり、豊富な海外ビジネス経験によるグローバルな視点を有して

おり、また、国際金融に関して幅広い人脈と経験、見識を有した人材であります。その豊富な経
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験と幅広い見識を、当社の経営へのアドバイスや業務執行の監督等に活かして頂くため、社外取

締役候補者としたものであります。

　　　4.　当社は渡辺林治氏、鈴木一穂氏との間で、それぞれ、会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額を限度として会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、

両氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

　　　5.　渡辺林治氏、鈴木一穂氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は本総会終結の時をもって両氏とも２年であります。

第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の

規定に基づき、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本決議は、金井　浩氏の就任前に限り、監査役会の同意を得て行う取締役

会の決議によりその選任の効力を取り消すことができるものとさせて頂きます。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職の状況及び当社における地位
所有する

当社株式の数

かな

金
い

井
 

　
ひろし

浩

(昭和13年12月18日生)

昭和58年８月　株式会社ＣＢＳ・ソニー
ファミリークラブ（現株
式会社ライトアップショ
ッピングクラブ）代表取
締役社長

平成５年１月　同社代表取締役社長　退
任

5,000株

　(注) 1.　補欠監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　 2.　金井　浩氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

3.　金井　浩氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、他社での経営経験により、経営に関する高

い見識を有していることを期待できるためであります。

4.　金井　浩氏が社外監査役として就任することになった場合には、当社は同氏との間で、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結する予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内略図

会　場　広島県福山市新市町大字戸手126番地

ふれあいセンター（当社　研修センター）

TEL（0847）51－5833

交　通　電車　JR福塩線上戸手駅下車徒歩約５分

（JR山陽本線福山駅乗換）

バス　JR福山駅前、中国バス府中方面行乗車

戸手高校入口停留所下車徒歩約２分


